





















































In this paper, environmental effects of electromagnetic phenomena caused by high voltage 
of electric power facilities and several types of discharges generated on electric power 
equipment are described. Specifically, the effects of electronic circuit malfunction due to high 
electric field and showering arc discharge, audible noise of corona discharge, and immunity 
of digital terrestrial broadcasting against spark discharge are clarified experimentally, and the 
generation mechanism and reduction methods of influential factors will be described. 
In Chapter 1, the background of the research, the purpose of the research, and the structure 
of this paper are shown. 
In Chapter 2, the specifications of high voltage AC overhead transmission lines are 
explained, and the electric field level around transmission lines are clarified using numerical 
calculation. Then, it has been shown that the electronic circuit malfunctions due to the electric 
field of transmission lines, and the malfunction conditions of the electronic circuit will be 
clarified by high voltage experiments. And in Chapter 2, it is shown that the corona discharge 
generated from transmission lines during rainfall condition can be suppressed by making use 
of surface processing of the electric wire. It is clarified that the super-hydrophobic-surface 
and super-hydrophilic-surface of wires in reducing the audible noise of corona discharge. 
Furthermore, low-noise spiral wires that has super-hydrophilic-surface by thermal spraying 
of TiO2 has been developed, and the audible noise of reduction effect of low-noise spiral wires 
will be clarified from a full-scale test of the transmission lines. 
In chapter 3, it has been shown that the characteristics of spark discharge generated from 
faulty insulators of distribution lines, which are closely related to our daily life, and it has been 
clarified the generation mechanism of spark discharge from experiments and numerical 
calculations.  Then, it has shown that the radiated electromagnetic field of spark discharge 
can be quantitatively using the amplitude probability distribution (APD), and it has shown 
an example of the evaluation method of the radiated electromagnetic field of spark discharge 
that affects digital terrestrial broadcasting. And in Chapter 3 has shown an example of 
lightning overvoltage occurring in the power supply line of consumers connected to 
distribution lines and service lines, and clarifies its characteristics. Then, it is shown by 
comparison with the data of the lightning location and protection system operated by electric 
power companies that the generation mechanism of the lightning overvoltage is related to the 
change of the magnetic field due to the current of lightning flash to earth. 
In chapter 4, it has clarified characteristics of the showering arc generated between contacts 
when the electrical contact of the electric circuit including the inductive load are opened. The 
voltage waveform of the showering arc changes depending on the surface condition of the 
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contact, and when the showering arc causes a malfunction of the electronic circuit, it has been 
the state of the malfunction also changes depending on the surface condition of the contact. 
In Chapter 5, the conclusion of this study is shown. In this paper, it is studied environmental 
effects of electromagnetic phenomena caused by high voltage of electric power facilities and 
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た配電線を使用し，各家庭に配られるが，一般家庭に届くときは 100V や 200V まで降圧さ
れている。図 1.1 は交流の系統を示しているが，国内では設備数は極めて少ないが直流の系
統も運用されている。直流系統の概要を図 1.2 に示す。直流送電線は海峡横断で活用される


























































































































図 1.3 気体放電の分類 
 
 



































交流架空送電線に使用される送電鉄塔の例を図 2.1 に示す。図 2.1 は送電に用いられる電
線は取り付けられていない状態であり，送電鉄塔と架空地線のみの状態である。また，図 2.1

















規格化によって，表 2.1 に示すような公称電圧と最高電圧の 2 種類が定められている。ただ
し，表 2.1 は線間電圧を示しており，送電線の電線 1 本について考慮する場合は対地電圧に
































図 2.2 工事中の交流架空送電線の例 
 









は電磁誘導作用による感電の防止，第 27 条，1 項」のように規定されているため，電圧階
級の高い送電線ほど，送電線の高さが高い傾向にある[5]。 
［電気設備技術基準「架空送電路からの静電誘導作用又は電磁誘導作用による感電の防止，
第 27 条，1 項」］ 
"特別高圧の架空送電路は，通常の使用状態において，静電誘導作用により人による感知の




























送電線の運用について，通常用いられる運用法を表 2.2 に示す。事例 1 の両回線運用は送
電線の通常時であるが，片回線事故時や工事等の場合，事例 2 のように片回線に 2 倍の電
流が流れる。2 回線の送電線の場合，両回線の使用と，たびたび片回線の使用となることが
ある。ここでは計算例として，図 2.4 に示すように，裸アルミ電線 ACSR810mm2 の 4 導体
方式の片回線運用と，両回線運用では逆相配列の 500kV 送電線（最高電圧 550kV）を計算
モデルとし，電線周囲の電界の分布とレベルを明らかにする。ACSR は鋼心アルミ撚線
（Aluminum Conductors Steel Reinforced）の略であり，図 2.5 に示すように中心は強度を
保つための亜鉛メッキ鋼線，外側は硬アルミ線で構成された撚線構造の電線である。ACSR
は軽量・高強度のため，架空送電線では多く用いられる。ACSR810mm2 の場合，計算では
半径 19.2mm の円柱形状とモデル化し，4 導体の場合は 50cm 間隔で 4 本を配置する計算モ
デルとした。 
 















図 2.5 ACSR810mm2 の外観 
 
図 2.4 の計算モデルを用い，2 次元の線電荷置換法により電界計算を行った結果を示す。
図 2.6 の片回線のケースでは全 12 本の電線による電界を計算しており，図 2.7～図 2.9 の
両回線のケースでは全 24 本の電線による電界を計算している。計算範囲は電線中心からの
距離 20cm～3m の位置とした。なお，電界強度の値は合成値を示す。座標系は図 2.4 に従
う。 
図 2.6 に，片回線のケースの 500kV 送電線（最高電圧 550kV）の上，中，下相および 4
導体の電線位置の違いによる電界レベルを示す。 
図 2.7 と図 2.8 は両回線のケースであり，電線近傍では中相の電界レベルが他相よりわず















図 2.6 電界計算結果（片回線のケース） 
 
 





図 2.8 電界計算結果（両回線のケース，図 2.7 と計算範囲が逆方向） 
 
 

































つの回路間を 2 本の電源線と 1 本の信号線で接続する構成とした。発振回路はインバータ
IC（74HC14）1 個を用い，10Hz のクロックパルスをカウンタ回路に信号線を通じて送信
するとともに，LED を 1 個，10Hz で点滅させる。カウンタ回路はカウンタ IC（74HC4017）
1 個を用い，発振回路からの 10Hz のクロックパルスを受信し，10 個ならべた LED を順に
点滅させる動作を繰り返す。ここで，インバータ IC とカウンタ IC は同じ電源（単三アル
カリ乾電池 4 個，DC4.8V）で動作させ，これら 2 つの回路を接続する電源線 2 本と信号線







デル電子回路の写真を図 2.11，商用周波電界ばく露の様子を図 2.12 と図 2.13 に示す。図
2.12 は発信回路とカウンタ回路が電線と異なる距離に配置される場合，図 2.13 は同じ距離














図 2.11 モデル電子回路の写真 
 
 










を避けるためである。設定したモデル電子回路の誤動作判定基準を表 2.3 に示す。表 2.3 は
発振回路とカウンタ回路の LED が 10Hz で正常に点滅しない条件を示す。例えば，カウン
タ IC を DC4.8V の電源で動作させる場合，その信号の入力電圧は，カタログ値で最小電圧
値 3.4V が Hi レベル，最大電圧値 1.4V が Low レベル判定となり，3.4V 以上，1.4V 以下の
10Hz のインバータ IC からの信号をカウンタ IC が受信し，信号をカウント，LED を順に
点滅させることが正常動作となる。 
 






れの位置であり，計算条件は図 2.14 に示すように図 2.12 の実験条件と同じであるが，ここ
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では電線の長さを無限長と簡略化し，2 次元の計算条件としている。図 2.14 では水平方向
を X 軸，高さ方向を Z 軸としている。 
商用周波電界の計算結果を図 2.15 に示す。図 2.15 は電界の合成値であり，電線から離れ
るほど電界レベルが低くなることがわかる。図 2.16(a)に電界の X 軸方向成分，図 2.16(b)
に Z 軸方向成分を示す。電線周囲について，電線中心より水平方向の空間では X 軸方向成
分の電界，鉛直方向の空間では Z 軸方向成分の電界が支配的になることがわかる。また，
図 2.17 は電線中心から真下の位置の電界レベルを示しているが，電界の成分は Z 軸方向成
分のみとなり，電線から 0.3m 離れた位置（Z=5.7m）では 170kV/m，0.5m 離れた位置
（Z=5.5m）では 100kV/m の電界レベルまで達する。 
 
 
図 2.14 電界計算条件 
 
 




(a) X 軸方向成分 
 
 
(b) Z 軸方向成分 





図 2.17 電界計算結果（X＝0m） 
 
（２）モデル電子回路の誤動作発生条件 
図 2.10 と図 2.11 に示すモデル電子回路を図 2.12 のように電線の下に設置，電線の電圧
を徐々に高くすることで，商用周波電界をばく露し，モデル電子回路の LED の点滅に誤動









圧を，図 2.18 に白色のプロットで示す。発振回路とカウンタ回路を 50cm の線で接続し，
電線との離隔距離 0.3m の条件で，233kV の電圧を電線に課電したとき，表 2.3 の E の状態












図 2.18 モデル電子回路の誤動作発生電圧 
 
モデル電子回路の誤動作が発生した電圧について，発振回路とカウンタ回路の位置の電














は 2 相間の線間電圧を示す[9]。ある 1 相については，その対地電圧は 289kV（500kV/√3）




図 2.19 より 9kV/m 以上と推定できる。 






図 2.19 商用周波電界ばく露によるモデル電子回路の誤動作発生条件 
 





は一例として，図 2.20 に示す 500kV 送電線を想定し，電線周囲の電界強度を線電荷置換法








図 2.20 中に示す計算位置での計算結果を図 2.21 に示す。図 2.21 中の Ex は電界強度の水
平方向成分，Ez は鉛直方向成分，|E|はこれらの合成値を示す。図 2.21 より，素導体から
20cm 離れた位置の電界強度は 170kV/m まで達するが，50cm 離れると 100kV/m まで減衰
することがわかる。すなわち，例えば長さ 30cm の電子機器が素導体まで 20cm の距離に，
真横から電線に接近した場合，電子機器による電界分布の乱れが無視できる仮定において，
電子機器の電線側は 170kV/m，反対側は 100kV/m の電界にばく露される。また，ばく露さ
れる電界は水平方向成分が支配的であることがわかる。 








はじめに，図 2.21 で示した図 2.20 の 500kV 送電線における電界強度の合成値と，図 2.14
の発信回路とカウンタ回路がある位置について，電線の位置を原点とし，鉛直方向に計算し
た電界強度を図 2.22 示す。電界強度は鉛直方向成分のみとなる。図 2.22 より，電線（素導
体）の近傍では電界強度は高く，変化も大きいことがわかる。電線から 1m 以上離れた場所
では，それぞれについて，10cm 離れた場所の電界強度の変化の割合の差が 5%未満となり，
電界強度の変化の傾向も似ていることから，図 2.20 の 500kV 送電線について，電線から
1m 以上離れた場所を図 2.19 のモデル電子回路の誤動作発生条件の適用範囲とした。 
次に，図 2.23 に図 2.21 で示した電界強度の算出結果と，図 2.19 で示した 500kV 送電線
における誤動作発生条件の 9kV/m の指標を示す。指標は，9kV/m の電界強度の差を高さ，
発振回路とカウンタ回路間の距離を底辺とする直角三角形で示しており，ここでは例とし
て，発振回路とカウンタ回路間の距離が 30cm と 50cm の場合の 2 種類を示している。 
図 2.23 より，発振回路とカウンタ回路間の距離が 50cm の場合は，モデル電子回路に誤
動作が発生する条件である電界強度の差が 9kV/m 以下となる電線との離隔距離は 1.5m 以
上であることがわかる。モデル電子回路を図 2.20 の 500kV 送電線の中相近傍で使用する場
合，モデル電子回路が正常動作する条件としては，モデル電子回路を電線から 1.5m 以上離
す必要がある。同様に，発振回路とカウンタ回路間の距離が 30cm の場合は，モデル電子回











図 2.20 500kV 送電線の計算モデル 
 
 




図 2.22 電界強度の差 
 
 












あり，発振回路とカウンタ回路を 50cm の線で接続し，電線との離隔距離は 0.3m とした。 
静電シールドの効果を図 2.25 に示す。静電シールドが無い場合は電線の課電電圧が






図 2.24 静電シールドによる誤動作対策例 
 
 
















"電磁誘導電圧計算値および電波障害検討書の取扱について（昭和 37 年 11 月 19 日，37 公
局 832 号） 
１）雨天時に信号対雑音比(SN 比)が 20dB 未満の聴取者が生ずる場合には，送電開始後の
障害防止対策を検討書に記載すること 
２）雨天時に SN 比が 30dB 未満の聴取者が生ずる場合には，その聴取者数および分布状態










































表面電界を低くする工夫がなされている[2]。図 2.27 は 1000kV 送電線に用いられている 8
導体の例であるが，(a)は標準配列，(b)は添え線方式，(c)は非対称配列を模式的に示してい

























れる。なお，風音の卓越周波数 F [Hz]は(2.1)式に従い，風速 U [m/s]と電線の外径 d [m]
から算出できる[2]。 
𝐹 = 0.2 × 𝑈 𝑑⁄ ⋯ (2.1) 
 
 
図 2.28 スパイラル線を装着した電線からのコロナ放電 
 
 



















図 2.30 難着雪リング 
 
 



















(a)新線               (b)長期ばく露電線 












った場合，見かけの接触角f [°]は(2.3)式の Wenzel の式のように，撥水性の表面では接触
角はさらに大きく水滴は球状にまとまり，親水性の表面では接触角はさらに小さく平らに
広がる。ここで r は表面増倍因子である。表面の粗面化による接触角への影響のイメージを






(𝛾𝑆 − 𝛾𝑆𝐿) 𝛾𝐿⁄ = cos 𝜃 ⋯ (2.2) 
cos 𝜃𝑓 = 𝑟 (𝛾𝑆 − 𝛾𝑆𝐿) 𝛾𝐿⁄ = 𝑟 cos 𝜃 ⋯ (2.3) 
 
 
図 2.33 接触角 
 
 




ロナ騒音の関係を明らかにする。作製した試験電線は表 2.5 に示すように，接触角 0.3～
156.5°のぬれ性の 9 種類である。電線表面はアルミ合金の素線が束になった撚線構造で，
本来は数百メートル以上ある長物であるため，表面改質の方法には制限がある。そこで，ア






























を推定することとした。なおこのとき，20l の水滴を使用した。図 2.36 のような球冠の体
39 
 
積 V [mm3]を求める(2.5)式と表面と水滴の接触面積 A [mm2]を求める(2.6)式，接触角 [°]
を求める(2.7)式から，水滴量 20l の場合は図 2.38 の接触面積 A [mm2]と接触角 [°]の関
係が得られるため，実測した接触面積を図 2.38 の計算曲線に代入して接触角を推定した。
図 2.38 に 3 種類の試験片で行った接触角の推定値を●印で示す。また，接触角計にて接触
角が測定できた試験片における接触角と接触面積の関係を○印で示す。接触角計での測定
値は計算曲線とよく一致しており，接触角の推定が無理のない結果であると考えられる。 
𝜃 = 2 tan−1(ℎ 𝑎⁄ ) ⋯ (2.4) 
𝑉 = 20𝜇𝑙 =
1
3
𝜋ℎ2(3𝑟 − ℎ) ⋯ (2.5) 
𝐴 = 𝜋𝑎2 ⋯ (2.6) 
𝜃 = sin−1(𝑎 𝑟⁄ ) ⋯ (2.7) 
 
 





図 2.36 接触角測定モデル 
 
 













タンの溶射皮膜の表面形状は図 2.39 示すように，直径 1m の気孔や長さ 5m の亀裂があ








 表 2.5 のように作製した試験電線を用いて，降雨時の交流架空送電線を模擬した注水課電
試験を行い，コロナ放電の発生に伴うコロナ騒音の測定と電線表面の付着水滴観測を行う。
試験装置の写真を図 2.40，概略図を図 2.41 に示す。試験電線は長さ約 2m の ACSR810mm2
の単導体，最高電圧は AC150kV である。また，装置上部の注水ノズルからは，架線した試





この最下面の電界を最大導体表面電位の傾き（以後，Gmax と呼ぶ）と称し，Gmax が 12，14，
16kV/cm の条件にて注水課電試験を行った。Gmax を 16kV/cm に設定する場合は，電線に
106kV を課電することとなる。 
 コロナ騒音測定には精密騒音計（RION 製 NA-27）を用い，マイクロホンは無指向性の
コンデンサマイクロホンを用いた。精密騒音計の設置位置は試験電線の中心で，かつ試験電
線と同じ高さとした。試験電線からマイクロホンまでの距離は 2m とした。電線に付着する
水滴の観測にはディジタルビデオカメラを使用した。測定するコロナ騒音は JIS C 1505 に
規定される A 特性で重み付けられた騒音レベルであり，(2.8)式により暗騒音補正したコロ






図 2.40 コロナ特性試験装置の写真 
 
 
図 2.41 コロナ特性試験装置の概略図 
 
𝑃𝑐 = 10 log(10















 (a)超撥水性電線             (b)超親水性電線 
図 2.42 水滴付着状況 
 
 






















図 2.45 付着水滴個数とコロナ騒音発生量の関係 
 
 
















































2.47，概略図を図 2.48 に示す。コロナケージは断面が 8m×8m，長さ 24m の外網電極の中
心に試験電線を架線し，図 2.49 に示す高電圧課電設備にて，AC700kV（50Hz）までの任意
の電圧を電線に課電することができる。同時に，外網電極上部に設けた注水ノズルから降雨












生量 PGr [dB(A)]は(2.9)式を用いて測定値 Pmr [dB(A)]に暗騒音 Pn [dB(A)]の補正を行い，
電線中心から 1m 点の出力音圧レベルに変換する。 
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𝑃𝐺𝑟 = 10 log(10
𝑃𝑚𝑟 10⁄ − 10𝑃𝑛 10⁄ ) + 8.4 ⋯ (2.9) 
②コロナハム音 
100Hz 成分の音圧レベルを精密騒音計により F 特性で測定する。マイクロホンは電線の
真下の地表から約 20cm の高さに設置しており，電線との距離は 6.37m である。 
コロナハム音については暗騒音補正ができないため，コロナハム音発生量 PGh [dB(A)]は
(2.10)式を用いて A 特性補正ならびに自由空間における値への補正および電線中心から 1m
点の出力音圧レベルに変換する。(2.10)式はコロナハム音レベルの測定値 Pmh [dB(F)]が暗
騒音レベルよりも 10dB 以上高いときに適用し，それ以外は参考値として示すこととする。 
𝑃𝐺ℎ = 𝑃𝑚ℎ − 15.2 ⋯ (2.10) 
③コロナ放電撮影 








図 2.48 コロナケージの概略図 
 
 





図 2.50 コロナケージの測定装置の配置 
 







後 60 秒，90 秒，120 秒の測定値の算術平均値を等価軽雨時とした。 
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導体間隔 40cm の 4 導体の条件で計算により求めた最大導体表面電位の傾き（Gmax）をパラ
メータに試験を行った。コロナケージに架線した低騒音スパイラル線を装着した 4 導体方
式の試験電線の写真を図 2.51 に示す。スパイラル線の装着方式は密着 2 条巻とした[28]。 
 
 
図 2.51 コロナケージ内の低騒音スパイラル線を装着した電線 
 
（２）コロナケージ試験結果 
図 2.52 に Gmax が 15kV/cm のときのランダム騒音レベルを示す。注水時を 0s として，注
水停止後の経過時間ごとのランダム騒音レベルを示している。図 2.52 では注水音や水の滴

















図 2.52 ランダム騒音レベルの測定結果 
 
 
図 2.53 コロナハム音レベルの測定結果 
 
図 2.54 に注水時のランダム騒音発生量を示す。Gmax が 13kV/cm 以上では顕著な差は見
られないが，Gmax が 12kV/cm のときに低騒音スパイラル線のランダム騒音発生量は，製品




パイラル線なしのときと同等のレベルで，製品 A と製品 B よりも低い傾向を示す。 
次に，図 2.56 に等価軽雨時のランダム騒音発生量を示す。Gmax が 16kV/cm 以下の低騒
音スパイラル線のランダム騒音発生量はスパイラル線なしのときと同等のレベルであり，
製品 A よりも低い。製品 B と比較すると Gmax が 13kV/cm 以下では同等レベルであるが，
低騒音スパイラル線のランダム騒音発生量の方が低い傾向を示す。Gmax が 17kV/cm で低騒
音スパイラル線のランダム騒音発生量は急増しているが，実際の国内の交流架空送電線で
は Gmax を 15kV/cm 以下で設計されていることが多いため，実用上差し支えないと考えら
れる。図 2.57 の等価軽雨時のコロナハム音発生量では，Gmax が 14kV/cm 以下の低騒音ス
パイラル線とスパイラル線なしのときと，Gmax が 12kV/cm の製品 B，Gmax が 11kV/cm の
製品 A のコロナハム音レベルは暗騒音よりも 10dB 以上の差がなかったため，参考値とし
て示している。低騒音スパイラル線のコロナハム音発生量はスパイラル線なしのときより














図 2.55 注水時のコロナハム音発生量 
 
 





図 2.57 等価軽雨時のコロナハム音発生量 
 
図 2.58 に注水停止後 60 秒～120 秒の間をバルブ撮影した写真を示す。図中の電線下面の
紫色がコロナ放電であり，コロナ放電の発光が強いほどコロナ放電は鮮明に撮影される。ま
た，同じ箇所で発生するコロナ放電の発生回数が多いほどコロナ放電は鮮明に撮影される。




の下線下面にもわずかにコロナ放電が確認できるが，図 2.58 の製品 A よりも少ないことが
明らかである。 
























図 2.59 コロナ放電写真（低騒音スパイラル線，Gmax：15kV/cm） 
 
 












配電線は表 3.1 に示す電圧の種別により 3 種に区別されており，国内の標準電圧として
低圧では表 3.2 の公称電圧，高圧および特別高圧では表 3.3 の公称電圧と最高電圧が定めら
れている。一般供給地域では，図 3.1 に示す高圧 6.6kV が多く採用されているが，都市中心
部の高負荷密度地域における各種ビル，集合住宅などでは特別高圧 22kV または 33kV が導
入されている。また，国内の低圧配電線の電圧には 100V または 200V が主として採用され
ているが，100V の低圧配電線は世界的にも最も低く，世界でも日本の他，わずかな国で採
用されているにすぎない。1999 年より，EU やその近隣諸国では 230・400V に統一されて
いる[9]。 
 
表 3.1 配電電圧の種別 
 
 










































図 3.2 2 個連耐張がいし 
 
 



























図 3.5 と図 3.6 に火花放電の電流測定結果を示す。火花放電は電源周波数 1 サイクルに数
回発生する様子であり，波高値にして 3～4A の急峻なインパルス状の電流が間欠的に流れ
ることがわかった。次に，図 3.7 に放射電磁界の測定結果を示す。火花放電の放射電磁界は，










図 3.4 不良がいしの火花放電実験装置 
 
 
図 3.5 火花放電の電流波形 
 
 





































程度と考えられる。また，耐張がいし 1 個のインピーダンスを測定した結果，30pF の容量
成分と 50MΩ の抵抗成分の並列接続回路で模擬できることを明らかにした。 
以上より，金具連結部に接触不良がある２個連耐張がいしの等価回路は図 3.9 に示すよう
に模擬できる。例えば，２個連耐張がいしの課電側に接触不良箇所がある場合，接触不良箇
所はおおよそ Cgap が 25pF の容量成分と考えられるが，接触不良箇所はその端子間が，ある
電圧を超えると火花放電が発生する放電ギャップとも考えられる。また，がいし部は容量成









図 3.9 接触不良がある 2 個連耐張がいしの等価回路 
 
本項では間欠的に生じる火花放電の発生メカニズムを，実験と等価回路を用いた数値計
算により明らかにする。実験では図 3.9 に示した接触不良がある 2 個連耐張がいしの等価
回路を用い，火花放電が発生するギャップを作製する。実験と数値計算の比較は，図 3.9 に






し，ギャップ間隔は 0.2mm と 0.08mm に設定できるようにした。 
はじめに，実験で接触不良個所を図 3.10 の放電ギャップを用い，2 個連耐張がいしに直
列接続して，これらに対地電圧 3.8kV を課電したときの，図 3.9 に示すギャップ間電圧 Vgap
とがいし間電圧 Vgの測定結果を図 3.11 と図 3.12 に示す。図 3.11 はギャップ間隔が 0.2mm，
図 3.12 は 0.08mm の場合である。電圧測定には高電圧プローブ（PMK：PHV4002-3）と
オシロスコープ（日本テクトロ二クス：DPO7104）を用いた。 
図 3.11 の静電容量が 25pF，ギャップ間隔が 0.2mm の場合，電源周波数 1 周期（20ms）
の間に火花放電が 4 回発生している。電源電圧 V が高くなると，がいし間電圧 Vg と放電
ギャップ間電圧 Vgap も高くなり始める。しかし，ギャップ間隔が 0.2mm の時，ギャップ間
電圧が約 2.4kV で火花放電が発生し，しかも火花放電はすぐに終了するため，Vgap は 0V，
Vg は V の電圧まで急激に変化する。火花放電終了後，Vgap は再び高くなり始め，火花放電
開始電圧に達すると，火花放電が発生し，これを繰り返す。図 3.12 は接触不良箇所の静電









図 3.10 接触不良個所のモデル化 
 
 





図 3.12 電圧測定結果（ギャップ間隔：0.08mm） 
 
次に，数値計算で金具に接触不良がある 2 個連耐張がいしに対地電圧 3.8kV を課電した
ときの，図 3.9 に示すギャップ間電圧 Vgap とがいし間電圧 Vg の計算結果を図 3.13 と図 3.14
に示す。数値計算では電力系統瞬時解析プログラム（XTAP：eXpandable Transient Analysis 
Program）を用いた[37]。また，計算条件として，放電ギャップのモデル化については，ギ




図 3.13 は放電ギャップの静電容量が 25pF，ギャップ間隔が 0.2mm，すなわち放電開始
電圧が 2.4kV の場合である。図 3.13 では，電源周波数 1 周期の間に火花放電が４回発生し
ている。この計算結果は図 3.11 の実測結果とよく一致している。図 3.14 は放電ギャップの



















図 3.14 電圧計算結果（ギャップ間隔：0.08mm） 
 
 
















図 3.16 に APD の概念を示す。放射電磁界の周波数 f 成分について振幅測定を行った場
合，図 3.16(a)に示される時間波形について，計測時間 T 内においてその振幅の時間変化が
ある閾値 rk を超える時間率は，(3.1)式で表わされる。閾値 rk を変数とすると，APD(rk)は
図 3.16(b)のような単調減少曲線として得られる。振幅の閾値が低くなるにつれ，確率は 1
に近づき，閾値が高くなるにつれ確率は 0 に近づく。ここで，t(rk)は閾値 rk を超える時間で
ある。 
APD(𝑟𝑘) = ∑ 𝑡𝑖
𝑛(𝑟𝑘)
𝑖=1
(𝑟𝑘) 𝑇⁄ ⋯ (3.1) 
 
   
(a)時間波形                 (b)APD 




ここで，2 個連耐張がいしと図 3.10 に示した放電ギャップを直列接続し，図 3.17 に示す
実験用の 6.6kV 配電線の S 地点に接続したときの火花放電の放射電磁界を測定する。測定





を得ることにより，APD の最小確率を 10-6 まで向上させている。 
はじめに，ギャップ間隔が 0.2mm の場合の火花放電の放射電磁界の周波数特性を図 3.20
に示す。火花放電の放射電磁界の周波数範囲は約 2.6GHz までおよび，図 3.7 の実際の不良
がいしの測定結果と同じような特徴があることがわかる。背景雑音（BGN）においては，
500MHz 付近の周波数範囲にディジタル地上波テレビ放送の信号が認められるが，火花放
電の電界強度はそれよりも 10dB 以上高いことがわかる。 
次に，一例として 450MHz 成分についてのディジタルオシロスコープの測定結果を図
3.21 に示す。ディジタルオシロスコープは電圧波形を示すが，図 3.21 は電界強度に換算し









図 3.18 放射電磁界の測定風景 
 
 





図 3.20 火花放電の放射電磁界の周波数特性 
 
 
図 3.21 放射電磁界の 450MHz 成分の時間変化 
 
最後に，図 3.21 に示したようなディジタルオシロスコープの波形をパソコンにて APD
分析した結果を示す。実験条件は放電ギャップの静電容量を 25pF とし，ギャップ間隔
0.2mm の場合については放電ギャップとアンテナの間隔を 1m，5m，また，ギャップ間隔
0.08mm の場合については放電ギャップとアンテナの間隔を 1m とした。図 3.22 に測定周
波数 450MHz の APD 測定結果を示す。ギャップ間隔 0.2mm の条件において，ギャップか
ら 1m の距離では約 95dBµV/m 以下の電界強度（分解能帯域幅 1MHz のフィルタを通過
後）が 10-4 程度の確率で発生する。ギャップから 5m の距離では，電界強度の最大値は
75 
 
90dBµV/m を下回るが，55～70dBµV/m の範囲における発生確率は測定距離 1m の条件と
比べて大きく変化しない。ギャップ間隔 0.08mm の条件では，電界強度の最大値は
96dBµV/m 程度となり，55～90dBµV/m の範囲における発生確率はギャップ間隔 0.2mm の
条件よりも高くなる。測定距離 1m について，ギャップ間隔 0.2mm と 0.08mm の電界強度
80dBµV/m 以下の発生確率は，図 3.22 中に示すように 2.5 倍程度の差がある。この条件に
おける火花放電の発生回数は，数値計算から求めた図 3.13 と図 3.14 からも明らかなよう
に，ギャップ間隔 0.2mm では 1 周期の間に４回，ギャップ間隔 0.08mm では 10 回と 2.5
倍の差があり，放射電磁界の発生確率は火花放電の発生回数とほぼ比例の関係がある。図
3.23 に測定周波数 1GHz の APD 測定結果を示す。ギャップ間隔 0.08mm の条件の電界強
度の最大値は，ギャップ間隔 0.2mm の条件よりも大きくなることがわかり，発生確率も高
い。図 3.24 に測定周波数 2.4GHz の APD 測定結果を示す。火花放電の放射電磁界の 2.4GHz
成分は，かなり小さくなるが，ギャップ間隔 0.08mm の条件では，ギャップ間隔 0.2mm の
条件よりも電界強度の最大値は大きくなり，発生確率も高い。ギャップ間隔 0.08mm の条
件において，分解能帯域幅 1MHz のフィルタを通過した電界強度 80dBµV/m 以下の発生確















図 3.23 火花放電の放射電磁界の APD（1GHz） 
 
 






 日本のディジタル地上波テレビ放送（以下，ディジタル放送）は，2003 年 12 月に開始さ
れた。2011 年 7 月には一部の地域を除いて，アナログ地上波テレビジョン放送（以下，ア
ナログ放送）は終了し，現在はディジタル放送が本格運用されている。そして，このディジ
タル放送は，ISDB-T（Integrated Services Digital Broadcasting -Terrestrial）と呼ばれる方
式であり，詳細な仕様については一般社団法人 電波産業会（ARIB）で標準規格として定め
































図 3.25 ディジタル放送の画質 
 
2009 年 11 月 17 日の午前に，群馬県前橋市で測定した VHF 帯の電界強度分布を図 3.26，
UHF 帯の電界強度分布を図 3.27 に示す。測定場所は東京タワーから約 104km 離れている
が，関東平野を一望できる高台に位置し，テレビ放送波を良好に受信できる。電界測定は入
力端子のインピーダンスが 50Ω 終端のスペクトラムアナライザ（アドバンテスト：R3172）
と VHF 帯はアクティブダイポールアンテナ（アドバンテスト：TR17203），UHF 帯は対数




（VBW）を 1kHz，掃引時間（SWP）を 3s と設定した。図 3.27 では各チャネルについて
5.6MHz の周波数帯域を使用したディジタル放送の放送波が確認できる。ディジタル放送で
は，１つのチャネルについて約 1kHz 間隔で密に配置された 5617 本のキャリアを用いて送
信しており，5.6MHz の全帯域を使用した周波数特性が確認できる。 
次に，配電線周囲のテレビ放送波の状態を明らかにするため，群馬県前橋市にある 6.6kV
実験用配電線を用いて，図 3.28 に示すように配電線から 2m，5m，10m 離れた位置におけ
るテレビ放送波の電界強度の地上高分布（ハイトパターン）を測定した。配電線は無電圧で
ある。図 3.29 に 91.25MHz（アナログ放送，NHK 総合，映像）の電界強度分布を示す。ア
ナログ放送では，例えば配電柱より 2m 離れた位置の架空地線や高圧線近傍にアンテナを配
置した場合では，映像が 2 重に映るゴーストが発生しており，配電線の影響による映像の
劣化が確認された。図 3.30 に 557MHz（ディジタル放送，NHK 総合）の電界強度分布を示









図 3.26 アナログ放送信号 
 
 





図 3.28 テレビ放送波の電界強度測定 
 
 
































一般的にディジタル放送の所要電界強度は 60dBµV/m 以上とされているが，ARIB の規
格ではディジタル放送受信機のアンテナ入力レベルの範囲は 50～105dBµV/m としている。
実際，放送の電界強度が 50dBµV/m 以上であれば，ARIB 規格を満足する受信機について
はディジタル放送が受信可能となる。図 3.31 の実験装置において，アッテネータの減衰率
を 0dB とし，アンテナの方向を回転させ，受信レベルを変化させたときのビタビ復号前の
BER(VIT)を図 3.32 に示す。図 3.32 は一般のテレビで放送番組が視聴できた場合と，視聴
不可の場合を区分している。アンテナを回転させ，放送波の電界強度が低くなり，受信状態
が悪くなっていくとき，BER(VIT)は高くなり，やがて視聴不可になる。ここで使用したテ

















図 3.32 放送の受信レベルと BER の関係 
 






し，ディジタル放送信号の BER との関係を求める。 
APD の測定システムは図 3.19 と同様であるが，ここでは測定周波数を 560.08MHz とし
た。測定周波数は 500MHz 帯のうちディジタル放送に使用されていない周波数を選定した。
火花放電発生器のギャップ間隔が 0.2mm と 0.4mm のときの，ディジタルオシロスコープ
の測定波形を図 3.33 に示す。火花放電発生器とアンテナ間の距離は 1m である。 
次に，図 3.34 に火花放電の放射電磁界の APD を示す。例えば，図 3.31 における信号線
のアッテネータの減衰率を 0dB として，アンテナと火花放電発生器の距離を 1m と設定し
た場合，火花放電発生器のギャップ間隔 0.2mm のときが 0.4mm のときよりも電界強度の
最大値が 5dB 程度高くなり，電界強度の閾値 65dBµV/m 以上の発生確率も高くなることが
わかる。また，図 3.34 には APD 測定時とほぼ同時刻で測定したビタビ復号前の BER(VIT)
も図中の表に示している。図 3.31 の測定装置において，ATT の減衰率が一定でもアンテナ
と火花放電発生器の距離を保ちながらアンテナの方向を回転させることで，アンテナが受
信する火花放電の電界強度を変化させることなく，ディジタル放送の受信レベルを変化さ
せることができる。図 3.34 のような火花放電の APD 特性の場合，ディジタル放送の電界

















火花放電の放射電磁界は 560.08MHz を測定し，ディジタル放送は 554.3M～559.9MHz の
周波数帯を使用する NHK 総合放送を参照する。ここでは火花放電の放射電磁界の APD 特
性から求めたある閾値の確率 APDi とその放射電磁界の影響を受けたディジタル放送信号
の BER(VIT)の BERi の相関係数を求め，評価する。相関係数は 2 つの確率変数の相関を統
計学的に示す指標であり，その値が“1”に近づくほど強い正の比例関係にあり，“0”に近づく
ほど相関は弱いこととなる。そして，相関係数 r は(3.2)式で算出することができる。ここ
で，Ｎは全データ数，𝐴𝑃𝐷̅̅ ̅̅ ̅̅ は APD 特性のある閾値の確率の平均値，𝐵𝐸𝑅̅̅ ̅̅ ̅̅ は BER 測定値の
平均値である[8]。 
𝑟 =
∑ (𝐴𝑃𝐷𝑖 − 𝐴𝑃𝐷̅̅ ̅̅ ̅̅ )(𝐵𝐸𝑅𝑖 − 𝐵𝐸𝑅̅̅ ̅̅ ̅̅ )
𝑁
𝑖=1
√∑ (𝐴𝑃𝐷𝑖 − 𝐴𝑃𝐷̅̅ ̅̅ ̅̅ )
2𝑁









た，図 3.36 にディジタル放送の電界強度 62dBµV/m において，火花放電の電波雑音の閾値
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を 62dBµV/m としたときの APD と，受信信号の BER(VIT)の関係を示す。ここでも高い
相関が確認でき，他の閾値における APD との比較においては，相関係数がこれよりもかな




図 3.35 APD と BER の関係（ディジタル放送の電界強度：65dBµV/m） 
 
 











































図 3.37 直撃雷と誘導雷 
 
 















れば，2 年に 1 件程度の頻度で夏季の落雷発生時，事務所内の電気製品に不具合が発生する
状況であった。事務所内の電源の連続測定は表 3.4 に示すように 2000 年 7 月下旬から 9 月
中旬にかけての約 1 ヶ月間行った。測定回路は図 3.39 に示すように建物の地下の接地電極
（第 1 種接地）を基準に電源の両端子の電圧をそれぞれ連続測定し，電源電圧に変化（過電
圧，電圧変動，周波数変動等）が見られたときに，その電圧波形と測定時間を測定器内部の
メモリに記録した。測定には電源品質アナライザ（ドラネッツ社製：658 型，Sampling rate 
7.2kHz，Impulse sampling rate 1.8432MHz）を用いた。 
 






図 3.39 測定回路 
 










果，図 3.40 の過電圧発生時間と同じ時間に落雷も発生しており，図 3.40 の過電圧が落雷に
より発生した雷過電圧であることがわかった。このように，測定された過電圧と落雷位置標
定システムデータベースの時間を比較し，測定された過電圧の発生回数 392 回のうち 280
回が落雷による雷過電圧であることがわかった。 
280 回の雷過電圧の波高値の累積頻度分布を図 3.41 に示す。雷過電圧の波高値は 100V





図 3.40 過電圧の測定結果 
 
 






















図 3.43 雷過電圧の原因となった落雷の位置 
 
 







 電磁誘導による誘導起電力 V は，例えば図 3.45 に示すモデルを考えた場合，(3.3)式のよ
うに面積 S のループを鎖交する磁束密度 B の変化で表すことができる。そして，(3.5)式の
関係にある磁界の強さ H は(3.6)式で表されるように電流 I に比例し，ループと電流路の距
離 r に反比例する。また，ループの反対側に電流路 I’がある場合，誘導起電力-V の極性は













∵ Φ = 𝐵𝑆 ⋯ (3.4) 










(3.12)式を用い，雷過電圧の波高値 Vb と落雷の雷電流の波高値 Ipeak，測定場所までの距離

































き込まれており，測定場所を中心として東を 0°とする反時計回りに角度を刻む図 3.46 の









𝐶0𝐶1𝐼𝑝𝑒𝑎𝑘 ⋯ (3.10) 
𝐶 = −𝜇0𝐶0𝐶1 ⋯ (3.11) 
𝑉𝑟
𝐼𝑝𝑒𝑎𝑘
∝ 𝐶𝑆 ⋯ (3.12) 
 
 










果を図 3.49 と図 3.50 に示す。ここでの雷の条件は夏季雷において一般的と考えられている
値を用いた。図 3.49 の近傍落雷の計算結果は図 3.47 の測定結果をよく表現しており，図



























𝑑𝑧′] ⋯ (3.13) 





 α：z’方向と r 方向間の角度 
磁束密度鎖交ループ：低圧配電線 
 面積：600m2，60m×10m 










図 3.47 雷過電圧測定結果（近傍） 
 
 





図 3.49 雷過電圧計算結果（近傍） 
 
 











表 3.5 と図 3.51～図 3.53 に連続測定を行った場所と期間，回路図，特徴を示す。測定場
所は A～F の 6 箇所である。測定は例えば図 3.51 のように電源線の端子間電圧と，測定場
所に埋設した接地端子と電源線の中性線端子間の電圧である。電圧測定には電源品質アナ
ライザ（HIOKI 製：3196，Sampling rate 2048points/10cycles (50Hz)，2048points/12cycles 
(60Hz)，Transient sampling rate：2MHz）を用いた。測定場所 A は都会の人口密集地にあ
る 3 階建ての集合住宅の 1 室である。測定場所 B も同じく 3 階建ての集合住宅の 1 室であ
るが，海沿いの閑静な住宅街に位置する。測定場所 C は日本海を望む住宅地の木造 2 階建
ての 1 軒家である。測定場所 D は雷害多発地域の木造 1 軒家の倉庫内であり，本州以外の
平野部に位置する。測定場所 D では測定期間外ではあるが 2004 年 8 月に落雷による家電
製品の大量故障の被害があった。測定場所 E は電力やその他の試験設備が多数ある試験セ
ンターの事務所であり，山間部の落雷多発地域である。2004 年 7 月，測定場所 E 近辺の会
社事務所でパソコンの通信機器が多数故障する被害があった。測定場所 F も山間部の落雷
多発地域であり，高電圧試験設備が近傍にある木造の業務用宿舎で多数の高い鉄塔に囲ま
れている。測定場所 F では 2004 年の夏季の間，多数の家電製品や警備ネットワークシステ
ムの故障が相次ぎ停電も頻発した。 
 






図 3.51 測定場所の測定回路（タイプ①） 
 
 
図 3.52 測定場所の測定回路（タイプ②） 
 
 
図 3.53 測定場所の測定回路（タイプ③） 
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測定場所 A と測定場所 B では，波高値が 50V 以下のインパルス性過電圧が数多く測定さ
れたが，エアコンや大型の照明器具の動作に関係しており，雷現象に伴い電圧変動等は確認
できなかった。測定場所 C では住民が近傍の落雷を確認している時間に例として図 3.54 と






タを参照した結果，雷現象による雷過電圧は 3 波形が測定され，その一例は図 3.56 に示す
ようであり，ここでも電源電圧にインパルス状の雷過電圧は発生しなかった。測定場所 E で
は 16 波形の雷過電圧が測定された，その一例を図 3.57 に示す。測定場所 E の中性線に発
生する雷過電圧の波高値は低く，200V（絶対値）より低い値であった。測定場所 F では極
めて多くの過電圧が測定され，654 波形が雷過電圧として特定できた。一例を図 3.58 と図
































































図 3.59 測定波形例（測定場所 F その 2） 
 
測定場所 C の中性線に発生した雷過電圧の波高値の距離特性を図 3.60 に示す。測定場所
C では測定場所から 3km 以内の落雷が雷過電圧として影響していることがわかる。測定場
所 D の中性線に発生した雷過電圧の波高値の距離特性を図 3.61 に示す。ここでは測定場所
から 6km 以内の落雷が雷過電圧として影響しており，サンプル数は少ないが測定場所に近
い落雷ほど雷過電圧の波高値（絶対値）が高くなる傾向がある。測定場所 E について，図
3.62 の中性線に発生した雷過電圧の波高値の距離特性より，測定場所から 3km 以内の落雷
が 200V 未満の波高値（絶対値）の雷過電圧となることがわかる。図 3.63 は測定場所 E で
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図 3.61 雷過電圧の波高値の距離特性（測定場所 D） 
 
 





図 3.63 雷過電圧の原因となった落雷の位置（測定場所 E） 
 
 






















































変化に伴い回路に減衰振動が発生する[64, 65]。例として図 4.2 に示す並列共振回路の接点




減衰振動波形を得るためには S の値が必要であるが，S は図 4.4 に示す並列共振回路の周波
数－インピーダンス特性（f－|Z|特性）から求めることができる。すなわち，図 4.4 におい
て並列共振周波数 f1 におけるインピーダンスは R となり，R と比べて 3dB 低いインピーダ
ンスを持つ 2 つの周波数 fa1 と fb1 の差である 2Δf1 を図式的に得ることにより，(4.7)式か











































図 4.3 減衰振動波形（電流） 
 
 















図 4.5 放電発生条件 
 
電気接点開離時に発生する放電を実験的に明らかにするため，図 4.6 に示すように接点間
の電圧 V をディジタルオシロスコープ（Hewlett Packard 製：54510A，周波数帯域 250MHz，
1G サンプリング/s）にて測定した。また，電気接点には図 4.7 に示すリレー接点（オムロ
ン社製：マルチコンタクトリレーLY-2，DC24V 駆動）を用いた。ここで，抵抗負荷と誘導
性負荷の 2 種類の負荷について実験を行ったが，負荷の f－|Z|特性はインピーダンスアナ





図 4.6 接点間電圧測定回路 
 
 
図 4.7 リレー接点の仕様（LY-2） 
 
図 4.8 に示す特性の抵抗負荷について，電源電圧 10V の回路を遮断したときの接点間の
電圧波形を図 4.9，電源電圧 20V のときを図 4.10 に示す。抵抗負荷は 30Ωのセメント抵抗
であり内部の抵抗体が巻線になっているため，300kHz を超える高周波ではインダクタンス
の特性を示す。図 4.9 より接点間には接点開離後 250ns の間，アーク放電が発生しているの
がわかる。図 4.10 ではアーク放電が 200µs 発生しており，肉眼でもアーク放電の発光が確
認できた。 
次に，図 4.11 に示す特性の誘導性負荷について，電源電圧 10V の回路を遮断したときの
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接点間の電圧波形を図 4.12，電源電圧 20V のときを図 4.13，100V のときを図 4.14 に示す。




発生している間の接点間電圧は 320 から 370V の間で振動している。図 4.14 ではアーク放
電が間欠的に発生した後にグロー放電が持続的に発生しており，青い発光が確認できた。ま
た，文献[72]では放電波形からシャワリングアークを分類しており，図 4.12 の形状を B 形
過渡現象，図 4.14 の形状を A 形過渡現象と呼んでいる。 
 
 





図 4.9 接点間電圧波形（抵抗負荷，電源電圧 10V） 
 
 





図 4.11 誘導性負荷のインピーダンス特性 
 
 





図 4.13 接点間電圧波形（誘導性負荷，電源電圧 20V） 
 
 
図 4.14 接点間電圧波形（誘導性負荷，電源電圧 100V） 
 














ーザ距離計（Keyence 社：可視光レーザ式変位センサ LB-100，アナログコントローラ RD）
で測定した結果を図 4.17 に示す。両者は同様の結果を示し，モデルの妥当性が確認できる。 







= 260 ⋯ (4.9) 
𝑋 = (𝑏 + 𝑐)𝜃 ⋯ (4.10) 
𝑋 = 16{1 − cos(260𝑡)} ⋯ (4.11) 
 
 





図 4.16 接点開離運動 
 
 
図 4.17 レーザ距離計による接点運動の測定結果 
 
図 4.5 の電気接点間で発生する放電の発生条件を実験で使用したリレー接点（LY-2）に
ついて，(4.11)式による時間領域の特性に変換した結果を図 4.18 に示す。そして，図 4.18
を用いて，図 4.12 のシャワリングアーク（B 形過渡現象）の模擬波形を図 4.19，図 4.14 の




















図 4.19 シャワリングアーク模擬波形（B 形過渡現象） 
 
 











未使用の接点表面の写真を図 4.21 に示す。図 4.21 には▶の位置の表面あらさも写真の下
に示している。陽極よりも陰極の表面の方に凹凸がある。図 4.22 は 104 回開閉後の接点表
面であるが，肉眼でも確認できるほどの放電痕が見られる。また，図 4.22 中の A 部とそれ
に向き合う B 部では鋭い凹凸が確認できる。図 4.23 は 107 回開閉後の接点表面であり，放
電痕はさらに広がり，凹凸も大きくなっていることがわかる。 
次に，シャワリングアークの電圧波形を示す。図 4.24 は未使用のリレー接点をはじめて
開閉したときの電圧波形であり，図 4.25 は 102 回，図 4.26 は 104 回，図 4.27 は 107 回開閉
後の電圧波形である。特徴的であるのは図 4.26 でグロー放電が間欠的に発生しており，図




を求める。カウント方法は図 4.28 に示すように電圧変化が大きくなる，接点間電圧が 0V 付
近まで降下するときの現象をカウントするものである。放電発生回数の変化を図 4.29 に示
す。接点開閉回数が 100 回の場合はシャワリングアーク 1 波形の放電発生回数をカウントし
ているが，その後，例えば 102 回の場合は 100 回から 109 回までの連続 10 波形の放電発生



































図 4.24 シャワリングアーク電圧波形（開閉回数 1 回） 
 
 





図 4.26 シャワリングアーク電圧波形（開閉回数 104 回） 
 
 





図 4.28 放電発生回数のカウント方法 
 
 












かにする。作製した電子回路は図 4.30 に示すようにバイナリカウンタ IC（CMOS 4040）
のクロック信号入力端子に 1MΩの抵抗と信号線をループ状に接続し，出力端子には LED
をそれぞれ 12 個接続したものである。外部の電磁雑音による入力のカウントを誤動作とし
て，出力端子の LED の発光でカウント数を測定した。また，電子回路は図 4.30 に示すよう
に 2 つの同じ回路を①と②のように配置した。シャワリングアークを発生させる回路は，
図 4.6 に示した実験回路と図 4.11 に示した誘導性負荷を用いて，リレー接点（LY-2）を 107
回開閉させた。 
①の電子回路の入力信号例を図 4.31 に，②の電子回路の入力信号例を図 4.32 に示す。入
力信号レベルは①の電子回路ほうが大きいことがわかる。図 4.33 に出力端子の LED の発
光によりカウントした誤動作の発生回数を示す。①の電子回路の誤動作発生回数 C1 は変化
するが，②の電子回路の誤動作発生回数 C2 の変化は少ないことがわかる。次に，図 4.29 の



















図 4.31 信号電圧波形（①） 
 
 





図 4.33 誤動作発生回数 
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